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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車両に搭載され、通信先と無線にて通信する車両用通信装置において、
　それぞれ異なる周波数帯で通信先と無線通信可能な複数の無線通信手段と、
　周波数とスループットとの相関データに基づいて、通信先と無線通信する際の通信周波
数を算出する周波数算出手段と、
　前記周波数算出手段にて算出された通信周波数に基づいて、前記複数の無線通信手段か
ら無線通信に用いるべき無線通信手段を選択する選択手段と、
　前記選択手段にて選択された無線通信手段を無線通信可能状態とし、選択されなかった
無線通信手段を無線通信不可状態とする状態変更手段と、
　自車両の位置情報及び通信先の位置情報を取得する位置情報取得手段と、
　前記位置情報取得手段により取得された自車両の位置情報及び通信先の位置情報に基づ
いて、両者間の距離を算出する距離算出手段と、を備え、
　前記周波数算出手段は、前記距離算出手段により算出された距離、及び予め記憶した情
報である距離とスループットとの相関データに基づいて、前記周波数とスループットとの
相関データを求める
　ことを特徴とする車両用通信装置。
【請求項２】
　自車両に搭載され、通信先と無線にて通信する車両用通信装置において、
　それぞれ異なる周波数帯で通信先と無線通信可能な複数の無線通信手段と、
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　周波数とスループットとの相関データに基づいて、通信先と無線通信する際の通信周波
数を算出する周波数算出手段と、
　前記周波数算出手段にて算出された通信周波数に基づいて、前記複数の無線通信手段か
ら無線通信に用いるべき無線通信手段を選択する選択手段と、
　前記選択手段にて選択された無線通信手段を無線通信可能状態とし、選択されなかった
無線通信手段を無線通信不可状態とする状態変更手段と、
　自車両の速度及び通信先の速度を取得する速度情報取得手段と、
　前記速度情報取得手段により取得された自車両の速度及び通信先の速度に基づいて、通
信先に対する自車両の相対速度を算出する相対速度算出手段と、を備え、
　前記周波数算出手段は、前記相対速度算出手段により算出された相対速度、及び予め記
憶した情報である速度とスループットとの相関データに基づいて、前記周波数とスループ
ットとの相関データを求める
　ことを特徴とする車両用通信装置。
【請求項３】
　自車両に搭載され、通信先と無線にて通信する車両用通信装置において、
　それぞれ異なる周波数帯で通信先と無線通信可能な複数の無線通信手段と、
　周波数とスループットとの相関データに基づいて、通信先と無線通信する際の通信周波
数を算出する周波数算出手段と、
　前記周波数算出手段にて算出された通信周波数に基づいて、前記複数の無線通信手段か
ら無線通信に用いるべき無線通信手段を選択する選択手段と、
　前記選択手段にて選択された無線通信手段を無線通信可能状態とし、選択されなかった
無線通信手段を無線通信不可状態とする状態変更手段と、
　自車両の位置情報及び通信先の位置情報を取得する位置情報取得手段と、
　少なくとも建造物の情報を記憶した地図記憶手段と、
　前記位置情報取得手段により取得された自車両の位置情報及び通信先の位置情報、並び
に、前記地図記憶手段により記憶された建造物の情報に基づいて、自車両と通信先との無
線通信が可能か否かを推定する通信可否推定手段と、を更に備え、
　前記周波数算出手段は、前記通信可否推定手段による推定結果に基づいて、前記周波数
とスループットとの相関データを求める
　ことを特徴とする車両用通信装置。
【請求項４】
　前記周波数算出手段は、前記周波数とスループットとの相関データに基づいて、最もス
ループットが高くなる周波数を前記通信周波数として算出する
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の車両用通信装置。
【請求項５】
　アプリケーションを実行するために必要な情報量を得るための推奨スループットを記憶
する推奨スループット記憶手段を更に備え、
　前記周波数算出手段は、前記周波数とスループットとの相関データに加えて、前記推奨
スループット記憶手段により記憶された推奨スループットに基づいて、前記通信周波数を
算出する
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の車両用通信装置。
【請求項６】
　複数の車両からリーダ車両を決定するリーダ車両決定手段を更に備え、
　前記リーダ車両決定手段により自車両がリーダ車両と決定された場合、前記周波数算出
手段により算出された通信周波数の情報を他車両に送信し、前記周波数算出手段により算
出された通信周波数に基づいて、前記複数の無線通信手段から無線通信に用いるべき無線
通信手段を選択し、
　前記リーダ車両決定手段により自車両がリーダ車両と決定されなかった場合、前記周波
数算出手段により算出された通信周波数に基づくことなく、リーダ車両から送信される通
信周波数の情報に基づいて、前記複数の無線通信手段から無線通信に用いるべき無線通信
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手段を選択する
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の車両用通信装置。
【請求項７】
　複数の車両それぞれの位置情報を取得する位置情報取得手段を更に備え、
　前記リーダ車両決定手段は、前記位置情報取得手段により取得された複数の車両それぞ
れの位置情報に基づいて、当該複数の車両からなる車群の先頭を走行する先導車両、最後
尾を走行する最後尾車両、及び中央付近を走行する中央車両のうちいずれか１台を特定し
て、リーダ車両と決定する
　ことを特徴とする請求項６に記載の車両用通信装置。
【請求項８】
　各車両間におけるメールの送受信の情報に基づいて、ドライブ主催者を特定する主催者
特定手段を更に備え、
　前記リーダ車両決定手段は、前記主催者特定手段により特定されたドライブ主催者の情
報に基づいて、リーダ車両と決定する
　ことを特徴とする請求項６に記載の車両用通信装置。
【請求項９】
　走行環境を認識する走行環境認識手段を更に備え、
　前記リーダ車両決定手段により自車両がリーダ車両と決定された場合であって、前記走
行環境認識手段により認識された走行環境が運転負荷の高いものであるときに、前記周波
数算出手段により算出された通信周波数の情報を他車両に送信すると共に、選択された無
線通信手段を無線通信可能状態とし、選択されなかった無線通信手段を無線通信不可状態
とする
　ことを特徴とする請求項６～８のいずれか１項に記載の車両用通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両用通信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自車両と他車両、又は自車両と路上機とが互いに同一の周波数帯にて通信するこ
とで、情報の伝達を行う車両用通信装置が知られている（例えば特許文献１，２参照）。
また、複数の通信事業者から最も安価な通信を行える通信事業者を選択する車両用通信装
置が知られている（例えば特許文献３参照）。
【特許文献１】特開平９－１０２０５５号公報
【特許文献２】特開平１０－１４８６６５号公報
【特許文献３】特開平９－１８９６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかし、従来装置では、通信品質について何ら考慮されておらず、未だ向上の余地を残
すものであった。すなわち、特許文献１，２に記載の従来装置では、自車両と他車両、又
は自車両と路上機との通信周波数が予め定められているので、その通信周波数が適切でな
い場合であっても、通信周波数を変化させることができず、通信品質を向上させることが
できない。また、特許文献３に記載の従来装置にあっても、最も安価な通信を行える通信
事業者を選択するため、安価な通信を行えるとしても通信品質が低下してしまう可能性が
ある。
【０００４】
　本発明はこのような従来の課題を解決するためになされたものであり、その目的とする
ところは、通信品質の向上を図ることが可能な車両用通信装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
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【０００５】
　本発明の車両用通信装置は、自車両に搭載され、通信先と無線にて通信するものであっ
て、複数の無線通信手段と周波数算出手段とを備えている。複数の無線通信手段は、それ
ぞれ異なる周波数帯で通信先と無線通信可能なものであり、周波数算出手段は、周波数と
スループットとの相関データに基づいて、通信先と無線通信する際の通信周波数を算出す
るものである。
【０００６】
　さらに、本発明の車両用通信装置は、選択手段と状態変更手段とを備えている。選択手
段は、周波数算出手段にて算出された通信周波数に基づいて、複数の無線通信手段から無
線通信に用いるべき無線通信手段を選択するものである。状態変更手段は、選択手段にて
選択された無線通信手段を無線通信可能状態とし、選択されなかった無線通信手段を無線
通信不可状態とするものである。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、周波数とスループットとの相関データに基づいて、通信先と無線通信
する際の通信周波数を算出するので、通信品質の１つである通信速度を考慮した通信周波
数を算出することができる。そして、算出された通信周波数に基づいて、複数の無線通信
手段から無線通信に用いるべき無線通信手段を選択しているので、複数の無線通信手段か
ら、通信速度の面で好適な無線通信手段を選択することができる。
【０００８】
　また、選択された無線通信手段を無線通信可能状態とし、選択されなかった無線通信手
段を無線通信不可状態としている。このため、複数の無線通信手段のうち、通信速度の面
で好適な無線通信手段にて無線通信が行われることとなる。従って、通信品質の向上を図
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の好適な実施形態を図面に基づいて説明する。なお、以下の実施形態にお
いて同一又は同様の要素には、同一の符号を付して説明を省略する。
【００１０】
　図１は、第１実施形態に係る車両用通信装置の概略構成図である。まず、図１に示すよ
うに、本実施形態に係る車両用通信装置１は、自車両に搭載され、通信先と無線にて通信
するものである。通信先としては、例えば自車両の周囲を走行する他車両及び路上等に設
置された路上機が該当する。
【００１１】
　この車両用通信装置１は、無線通信端末（無線通信手段）１０と、車載情報端末２０と
を備えている。無線通信端末１０は、複数設けられており、それぞれが異なる周波数帯で
通信先と無線通信可能なものである。具体的に、無線通信端末１０は、ｎ個（ｎは２以上
の整数）設けられており、それぞれが５．２ＧＨｚ帯や２．４ＧＨｚ帯など、異なる周波
数帯にて通信する構成とされている。
【００１２】
　また、車載情報端末２０は、ｎ個の無線通信端末１０から、通信に用いるべき無線通信
端末１０を選択し、選択した無線通信端末により無線通信を行うものである。この車載情
報端末２０は、無線通信に適切な通信周波数を算出する機能を備えており、算出された通
信周波数に従って、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎからいずれか１つを選択する構成
となっている。
【００１３】
　次に、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎ及び車載情報端末２０の具体的構成を説明す
るが、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎは通信周波数帯域が異なる点を除いて構成が同
一であるため、第１無線通信端末１０１を例に説明することとする。
【００１４】
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　第１無線通信端末１０１は、第１データ通信装置１１１及び第１通信インターフェース
１２１を備えている。第１データ通信装置１１１は、データの送受信を行う主装置として
機能しており、車両のイグニッションスイッチがオンされることにより、電源が入るよう
になっている。なお、第１データ通信装置１１１は、小型バッテリーを内蔵して常時、オ
ン状態を保つ構成であってもよい。この場合、第１データ通信装置１１１は、小型バッテ
リーの消耗を防ぐため、走行している間に小型バッテリーを充電する構成とすることが望
ましい。
【００１５】
　第１通信インターフェース１２１は、車載情報端末２０との接続を行うものである。ま
た、車載情報端末２０も同様に、通信インターフェース２１を備えており、これら両者に
より第１データ通信装置１１１と車載情報端末２０との接続が為されるようになっている
。
【００１６】
　ここでの接続は、携帯電話通信や無線ＬＡＮ（８０２．１１ａ、８０２．１１ｂ、８０
２．１１ｇ等）、ＤＳＲＣ等により行われるようになっている。具体的には、Bluetooth
や赤外線（IrDA）等の無線、又はRS-232C（シリアル・インターフェース）やＵＳＢ（Uni
versal Serial Bus）、ＵＡＲＴ（Universal Asynchronous Receiver Transmitter）等の
有線によって、接続が行われるようになっている。
【００１７】
　なお、他の無線通信端末１０２～１０ｎの構成は、上記した如く、第１無線通信端末１
０１と同様で、それぞれがデータ通信装置１１２～１１ｎと通信インターフェース１２２

～１２ｎとを備えており、通信インターフェース１２２～１２ｎにより車載情報端末２０
との接続が為されるようになっている。
【００１８】
　車載情報端末２０の通信インターフェース２１は、通信方式変更レディ部２１ａを備え
ている。通信方式変更レディ部２１ａは、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎが電気信号
を受信できる状態としておくものである。すなわち、通信方式変更レディ部２１ａは、ｎ
個の無線通信端末１０１～１０ｎからいずれか１つを選択できる状態としておくものであ
る。
【００１９】
　また、上記車載情報端末２０は、通信インターフェース２１の他に、データ格納メモリ
２２と、周波数算出部（周波数算出手段）２３と、通信方式選択部（選択手段）２４と、
通信方式変更部（状態変更手段）２５とを具備している。
【００２０】
　データ格納メモリ２２は、周波数とスループットとの相関データを記憶したものである
。ここで、周波数とスループットとの相関データについて説明する。図２は、周波数とス
ループットとの相関データの一例を示す説明図である。
【００２１】
　同図に示すように、スループットは周波数によって異なるものである。具体的にスルー
プットは、２．４ＧＨｚ帯で１１Ｍｂｐｓであり、５．２ＧＨｚ帯で５４Ｍｂｐｓである
。なお、この相関データは、自車両と通信先との相対距離が０ｍで、自車両と通信先との
相対速度が０ｋｍである場合のものである。
【００２２】
　再度、図１を参照して車載情報端末２０の構成を説明する。周波数算出部２３は、デー
タ格納メモリ２２に記憶された周波数とスループットとの相関データ（以下、基準相関デ
ータという）に基づいて、通信先と無線通信する際の通信周波数を算出するものである。
具体的に、周波数算出部２３は、最もスループットが高くなる周波数を通信周波数として
算出するものである。従って、自車両と通信先との相対距離が０ｍで、自車両と通信先と
の相対速度が０ｋｍである場合、周波数算出部２３は、図２に示すデータに基づいて、５
．２ＧＨｚ以上を通信周波数として算出し、２．４ＧＨｚを通信周波数として算出しない
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こととなる。
【００２３】
　通信方式選択部２４は、周波数算出部２３にて算出された通信周波数に基づいて、ｎ個
の無線通信端末１０１～１０ｎから無線通信に用いるべき１の無線通信端末１０を選択す
るものである。例えば、自車両と通信先との相対距離が０ｍで、自車両と通信先との相対
速度が０ｋｍである場合、上記の如く周波数算出部２３は、５．２ＧＨｚ以上の周波数を
通信周波数として算出する。このため、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎのうち、最も
無線通信の周波数帯域が高いものが５．２ＧＨｚにて通信するものであるとすると、通信
方式選択部２４は、５．２ＧＨｚにて無線通信可能な無線通信端末１０を選択することと
なる。
【００２４】
　通信方式変更部２５は、通信方式選択部２４にて選択された無線通信端末１０を無線通
信可能状態とし、選択されなかった無線通信端末１０を無線通信不可状態とするものであ
る。すなわち、５．２ＧＨｚにて無線通信可能な無線通信端末１０を選択した場合、５．
２ＧＨｚの無線通信端末１０を無線通信可能状態とし、他の２．４ＧＨｚなどの無線通信
端末１０を無線通信不可状態とすることとなる。なお、通信方式変更部２５は、無線通信
端末１０の通信可能状態及び不可状態の変更を、通信インターフェース２１を通じて行う
ようになっている。
【００２５】
　さらに、車載情報端末２０は、位置情報取得部（位置情報取得手段）２６、距離算出部
（距離算出手段）２７、速度情報取得部（速度情報取得手段）２８、相対速度算出部（相
対速度算出手段）２９、地図データベース（地図記憶手段）３０、建造物検出部３１、電
波到達推定部（通信可否推定手段）３２、及び算出情報取得部３３を備えている。
【００２６】
　位置情報取得部２６は、自車両の位置情報及び通信先の位置情報を取得するものであり
、距離算出部２７は、位置情報取得部２６により取得された自車両の位置情報及び通信先
の位置情報に基づいて、両者間の距離を算出するものである。
【００２７】
　具体的に位置情報取得部２６は、ＧＰＳやジャイロセンサー等により自車両の位置情報
を取得する構成となっている。また、位置情報取得部２６は、通信先に位置情報を要求し
て、通信先の位置情報を取得する構成となっている。
【００２８】
　速度情報取得部２８は、自車両の速度情報及び通信先の速度情報を取得するものであり
、相対速度算出部２９は、速度情報取得部２８により取得された自車両の速度情報及び通
信先の速度情報に基づいて、通信先に対する自車両の相対速度を算出するものである。
【００２９】
　具体的に速度情報取得部２８は、車速センサからのパルス信号等に基づいて自車両の速
度を取得する構成となっている。また、速度情報取得部２８は、位置情報取得部２６と同
様に、通信先に速度情報を要求して、通信先の速度情報を取得するようになっている。
【００３０】
　地図データベース３０は、少なくとも建造物の情報を含む地図情報を記憶したものであ
る。また、建造物検出部３１は、地図データベース３０に記憶された建造物のスケールを
検出するものである。すなわち、建造物検出部３１は、地図データベース３０に記憶され
た建造物の高さ、横幅、奥行きなどを検出するものである。
【００３１】
　電波到達推定部３２は、位置情報取得部２６により取得された自車両の位置情報及び通
信先の位置情報、並びに、地図データベース３０により記憶された建造物の情報に基づい
て、自車両が通信先と無線通信可能か否かを推定するものである。具体的に電波到達推定
部３２は、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎの通信周波数毎に、無線通信が可能か否か
を推定するものである。すなわち、電波到達推定部３２は、「５．２ＧＨｚ帯の通信では
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無線通信できないが、２．４ＧＨｚ帯の通信では無線通信可能である」などを推定するよ
うに構成されている。
【００３２】
　算出情報取得部３３は、上記距離算出部２７、相対速度算出部２９及び電波到達推定部
３２から、距離情報、相対速度情報、及び推定結果の情報を取得するものである。また、
算出情報取得部３３は、これらの情報を周波数算出部２３に送信するものである。
【００３３】
　ここで、上記データ格納メモリ２２は、基準相関データの他に、距離とスループットと
の相関データ（以下、距離相関データという）と、速度とスループットとの相関データ（
以下、速度相関データという）とを記憶している。
【００３４】
　また、周波数算出部２３は、データ格納メモリ２２に予め記憶された距離相関データと
、距離算出部２７により算出された距離に基づいて、新たな基準相関データを求める第１
機能を有している。また、周波数算出部２３は、距離だけでなく、データ格納メモリ２２
に予め記憶された速度相関データと、相対速度算出部２９により算出された相対速度に基
づいて、新たな基準相関データを求める第２機能を有している。さらに、周波数算出部２
３は、無線通信が不可能な場合にスループットを０Ｍｂｐｓとするなどして、新たな基準
相関データを求める第３機能を有している。
【００３５】
　以下、上記３つの機能について説明する。まず、距離相関データは以下のようなもので
ある。図３は、距離相関データの一例を示す説明図である。同図に示すように、スループ
ットは通信距離によって異なるものである。具体的に２．４ＧＨｚ帯と５．２ＧＨｚ帯と
比較すると、スループットは、距離が短い（約１７ｍ以下）場合、５．２ＧＨｚ帯の方が
高くなり、距離が長い（約１７ｍを超える）場合、２．４ＧＨｚ帯の方が高くなる。なお
、この距離相関データは、通信先に対する自車両の相対速度が０ｋｍである場合のもので
ある。
【００３６】
　このように、スループットは、通信距離により異なるものであり、図２に示した基準相
関データのみでは、最もスループットが高くなる通信周波数を算出できない可能性がある
。このため、周波数算出部２３は、第１機能を備え、距離相関データと、現在の自車両と
通信先との距離とから、現在における自車両と他車両との距離に適合した新たな基準相関
データを求めるようになっている。
【００３７】
　また、速度相関データについて図示しないが、スループットは通信する二者間の速度に
よっても異なるものであり、相対速度が高くなるほど低くなる傾向にある。このため、第
１機能と同様に、周波数算出部２３は、第２機能を備え、現在における自車両の相対速度
に適合した新たな基準相関データを求めるようになっている。
【００３８】
　さらに、第３機能は以下のものである。上記した如く、電波到達推定部３２は、「５．
２ＧＨｚ帯の通信では無線通信できないが、２．４ＧＨｚ帯の通信では無線通信可能であ
る」などを推定するようになっている。このような場合、周波数算出部２３は、通信周波
数を５．２ＧＨｚ以上と算出すべきでない。このため、周波数算出部２３は、第３機能を
備え、５．２ＧＨｚ以上のスループットを０Ｍｂｐｓとする新たな基準相関データを求め
るようになっている。
【００３９】
　次に、本実施形態に係る車両用通信装置１の動作の概略を説明する。まず、周波数算出
部２３は、図２に示すような基準相関データをロードする。そして、算出情報取得部３３
からの距離情報等の送信を待つ待機状態となる。
【００４０】
　この待機状態の間において、まず、位置情報取得部２６は、自車両及び通信先の位置情



(8) JP 4479247 B2 2010.6.9

10

20

30

40

50

報を取得する。そして、位置情報取得部２６は、取得した位置情報を距離算出部２７に送
信する。その後、距離算出部２７は、自車両と通信先との距離を算出して、距離情報を算
出情報取得部３３に送信する。
【００４１】
　また、速度情報取得部２８は、自車両及び通信先の速度情報を取得し、取得した速度情
報を相対速度算出部２９に送信する。そして、相対速度算出部２９は、通信先に対する自
車両の相対速度を算出して、相対速度情報を算出情報取得部３３に送信する。
【００４２】
　さらに、建造物検出部３１は、地図データベース３０に記憶された建造物のスケールを
検出し、その建造物の位置及びスケールの情報を電波到達推定部３２に送信する。また、
上記位置情報取得部２６は、距離算出部２７だけでなく、電波到達推定部にも自車両及び
通信先の位置情報を送信する。
【００４３】
　そして、電波到達推定部３２は、自車両及び通信先の位置情報、並びに、地図データベ
ース３０により記憶された建造物の位置及びスケールに基づいて、自車両が通信先と無線
通信可能か否かを推定する。
【００４４】
　具体的に、電波到達推定部３２は、図４に示すようにして、自車両と通信先との無線通
信が可能か否かを推定するものである。図４は、電波到達推定部３２による推定方法の一
例を示す説明図である。なお、図４において通信先として他車両を例に説明するが、通信
先は路上機であっても同様の処理が行われる。
【００４５】
　まず、同図に示すように、電波到達推定部３２は、位置情報取得部２６により取得され
た自車両の位置情報及び通信先の位置情報により両者の位置Ｏ，Ｐ１～Ｐ３を特定する。
その後、電波到達推定部３２は、建造物検出部３１からの情報に基づいて、建造物の位置
Ｐ４，Ｐ５及びスケールＳ１～Ｓ６を特定する。
【００４６】
　その後、電波到達推定部３２は、シミュレートを行う。シミュレートにあたって電波到
達推定部３２は、まず、通信する周波数を特定する。特定後、電波到達推定部３２は、建
造物の種別から反射率及び透過率を推定する。その後、電波到達推定部３２は、建造物へ
の電波の入射角及び反射角を算出する。
【００４７】
　次いで、電波到達推定部３２は、建造物の反射後の電波強度を求める。そして、電波強
度が「０」となるまで、上記処理を繰り返し、電波が他車両まで到達するか否かを推定す
る。推定後、電波到達推定部３２は、特定した周波数と異なる周波数にて上記のシミュレ
ートを繰り返し行い、各周波数について電波が他車両まで到達するか否かを推定する。
【００４８】
　このように推定した後、電波到達推定部３２は、推定結果の情報を算出情報取得部３３
に送信する。そして、算出情報取得部３３は、距離情報、相対速度情報、推定結果の情報
を周波数算出部２３に送信する。
【００４９】
　その後、周波数算出部２３は、第１～第３機能により、新たな基準相関データを求める
。図５は、距離相関データを利用して求められた新たな基準相関データの一例を示す説明
図である。
【００５０】
　まず、第１機能において、周波数算出部２３は、データ格納メモリ２２に予め記憶され
た距離相関データを読み出し、算出情報取得部３３からの距離情報を入力する。そして、
周波数算出部２３は、距離情報及び距離相関データに基づいて、新たな基準相関データを
求める。
【００５１】
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　具体的に周波数算出部２３は、距離が０ｍである場合、図５に示すように、２．４ＧＨ
ｚ帯で約１１Ｍｂｐｓ、５．２ＧＨｚ帯で約５４Ｍｂｐｓとなる新たな基準相関データを
求める。また、距離が１０ｍである場合には、２．４ＧＨｚ帯で約９Ｍｂｐｓ、５．２Ｇ
Ｈｚ帯で約１０．５Ｍｂｐｓとなる新たな基準相関データを求める。さらに、距離が２０
ｍである場合には、２．４ＧＨｚ帯で約６Ｍｂｐｓ、５．２ＧＨｚ帯で約２Ｍｂｐｓとな
る新たな基準相関データを求める。
【００５２】
　このように、周波数算出部２３は、第１機能において、自車両から通信先までの距離に
適合した新たな基準相関データを求める。
【００５３】
　また、周波数算出部２３は、第２機能によって新たな基準相関データを求める。図６は
、速度相関データを利用して求められた新たな基準相関データの一例を示す説明図である
。
【００５４】
　まず、第２機能において、周波数算出部２３は、データ格納メモリ２２に予め記憶され
た速度相関データを読み出し、算出情報取得部３３からの相対速度情報を入力する。そし
て、周波数算出部２３は、相対速度情報及び速度相関データに基づいて、新たな基準相関
データを求める。
【００５５】
　具体的に周波数算出部２３は、速度が０ｋｍ／ｈである場合、図６に示すように、２．
４ＧＨｚ帯で約１１Ｍｂｐｓ、５．２ＧＨｚ帯で約５４Ｍｂｐｓとなる新たな基準相関デ
ータを求める。また、速度が１００ｋｍ／ｈである場合には、２．４ＧＨｚ帯で約２Ｍｂ
ｐｓ、５．２ＧＨｚ帯で約１２Ｍｂｐｓとなる新たな基準相関データを求める。さらに、
速度が２００ｋｍ／ｈである場合には、２．４ＧＨｚ帯で約０Ｍｂｐｓ、５．２ＧＨｚ帯
で約２Ｍｂｐｓとなる新たな基準相関データを求める。
【００５６】
　このように、周波数算出部２３は、第２機能において、通信先に対する自車両の速度に
適合した新たな基準相関データを求める。
【００５７】
　また、周波数算出部２３は、第３機能によっても新たな基準相関データを求める。第３
機能においては、周波数算出部２３が、算出情報取得部３３からの推定結果の情報を入力
する。そして、周波数算出部２３は、推定結果の情報データに基づいて、新たな基準相関
データを求める。例えば、周波数算出部２３は、５．２ＧＨｚにて通信が不能であるとい
う結果が得られている場合には、５．２ＧＨｚのスループットを０Ｍｂｐｓとする新たな
基準相関データを求める。
【００５８】
　なお、上記では、理解を容易にするために、第１～第３機能を個別に説明して、それぞ
れが新たな基準相関データを求める処理を説明した。ところが、実際に周波数算出部２３
は、これら３機能を総合的に行って、自車両から通信先までの距離、通信先に対する自車
両の速度、及び電波の到達具合に適合した新たな基準相関データを求めることとなる。
【００５９】
　そして、第１～第３機能により新たな基準相関データを求めた後、周波数算出部２３は
、新たな基準相関データに基づいて、通信周波数を算出する。この際、周波数算出部２３
は、周波数算出部２３は、最もスループットが高くなる周波数を通信周波数として算出す
る。
【００６０】
　例えば、第１～第３機能を総合的に行って得られた新たな基準相関データが図５に示す
ものであるとする。そして、自車両と通信先との距離が２０ｍであるとすると、周波数算
出部２３は、スループットが２．４ＧＨｚで最も高くなっていることから、２．４ＧＨｚ
を通信周波数として算出することとなる。一方、自車両と通信先との距離が１０ｍである
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場合、スループットは５．２ＧＨｚで最も高くなっている。このため、周波数算出部２３
は、５．２ＧＨｚを通信周波数として算出することとなる。
【００６１】
　そして、周波数算出部２３は、算出した周波数の情報を通信方式選択部２４に送信する
。通信方式選択部２４は、周波数算出部２３にて算出された通信周波数に基づいて、ｎ個
の無線通信端末１０１～１０ｎのうちいずれか１つを選択する。この際、通信方式選択部
２４は、算出された通信周波数に最も近い周波数にて通信可能な無線通信端末１０を選択
する。そして、通信方式選択部２４は、選択した無線通信端末１０の情報を通信方式変更
部２５に送信する。
【００６２】
　その後、通信方式変更部２５は、通信方式選択部２４にて選択された無線通信端末１０
を無線通信可能状態とし、選択されなかった無線通信端末１０を無線通信不可状態とする
。これにより、本装置１は、通信品質の１つである通信速度が適切とされた無線通信端末
１０により、通信を行うことができる。
【００６３】
　次に、本実施形態に係る車両用通信装置１の詳細動作の一例を説明する。図７は、第１
実施形態に係る車両用通信装置１の動作の一例を示すフローチャートである。同図に示す
ように、まず、本装置１はイニシャライズを行う（ＳＴ１０）。図８は、図７に示したス
テップＳＴ１０の詳細な処理を示すフローチャートである。同図に示すように、イニシャ
ライズにあたっては、まず、車載情報端末２０とｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎとの
物理的接続が行われる（ＳＴ２０）。この接続処理は、イグニッションオン時に自動で行
われてもよいし、手動で行われてもよい。
【００６４】
　手動にて行われる例としては、例えば、互いをコネクタ接続する方法や、ｎ個の無線通
信端末１０１～１０ｎと車載情報端末２０と双方にスイッチが設けられており、これらス
イッチを操作して特定動作を行わせることにより接続する方法がある。また、ここでの物
理的接続は有線であっても無線であってもよい。
【００６５】
　接続処理後、車載情報端末２０は、無線通信端末１０１～１０ｎと物理的に接続されて
いるか否かを判断する（ＳＴ２１）。この際、車載情報端末２０は、例えば電気信号（Ａ
Ｔコマンド等）をｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎに送信し、応答があったか否かによ
り判断する。
【００６６】
　ここで、物理的に接続されていないと判断した場合（ＳＴ２１：ＮＯ）、車載情報端末
２０は、接続を検出できない時間が規定時間を超えるものであるか否かを判断する（ＳＴ
２２）。規定時間を超えると判断した場合（ＳＴ２２：ＹＥＳ）、処理はステップＳＴ２
０に戻り、再度物理的接続処理が行われる。
【００６７】
　一方、規定時間を超えないと判断した場合（ＳＴ２２：ＮＯ）、処理はステップＳＴ２
１に戻り、再度接続されているか否かが判断されることとなる。一方、接続されていると
判断した場合（ＳＴ２１：ＹＥＳ）、通信方式変更レディ部２１ａは、ｎ個の無線通信端
末１０１～１０ｎを選択可能な状態にする（ＳＴ２３）。すなわち、通信方式変更レディ
部２１ａは、接続されているすべての無線通信端末１０１～１０ｎに対して、電気信号を
受けられる状態にしておく。
【００６８】
　その後、通信方式変更部２５は、初期値として登録された無線通信端末１０を電気的に
接続する（ＳＴ２４）。そして、電気的接続の後、処理は図７のステップＳＴ１１に戻る
こととなる。
【００６９】
　ここで、例えばｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎのうちいずれかが車載情報端末２０
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に内蔵されている場合、その内蔵されているものが初期値として登録されているものとす
る。また、内蔵された無線通信端末１０が存在しない場合、物理的に接続された最初の無
線通信端末１０が初期値として登録されているものとする。さらには、特定ポートに接続
された無線通信端末１０を初期値として登録されるようにしてもよい。
【００７０】
　再度、図７を参照する。イニシャライズの後、周波数算出部２３は、データ格納メモリ
２２から基準相関データをロードする（ＳＴ１１）。その後、車載情報端末２０は、新た
な基準相関データを算出する（ＳＴ１２）。
【００７１】
　図９は、図７に示したステップＳＴ１２の詳細な処理を示すフローチャートである。同
図に示すように、新たな基準相関データは、データ格納メモリ２２に記憶された基準相関
データを補正することにより求められる。具体的には以下のように求められる。
【００７２】
　まず、位置情報取得部２６が自車両の位置情報を取得し、速度情報取得部２８が自車両
の速度情報を取得する（ＳＴ３０）。その後、通信先が他車両である場合、車載情報端末
２０は、相手車両に自車両の位置情報及び速度情報を送信する（ＳＴ３１）。また、車載
情報端末２０は、これと同時に、相手車両の位置情報及び速度情報の要求信号を送信する
。
【００７３】
　そして、車載情報端末２０は、相手車両の位置情報及び速度情報を受信できたか否かを
判断する（ＳＴ３２）。相手車両の位置情報及び速度情報を受信できなかった場合（ＳＴ
３２：ＮＯ）、車載情報端末２０は受信できるまで、この処理を繰り返すこととなる。一
方、相手車両の位置情報及び速度情報を受信できた場合（ＳＴ３２：ＹＥＳ）、距離算出
部２７は自車両と通信先との距離を算出し、相対速度算出部２９は通信先に対する自車両
の相対速度を算出する（ＳＴ３３）。そして、距離算出部２７及び相対速度算出部２９は
、算出した情報を算出情報取得部３３に送信する。
【００７４】
　その後、建造物検出部３１は、地図データベースから地図情報をロードする（ＳＴ３４
）。ここでロードする地図情報は、メモリの容量が限られている場合には、メモリの容量
にあわせて、必要最低限の情報量分だけ切り出すようにするとよい。また、メモリの容量
に余裕がある場合には、すべての地域の地図情報をロードするようにしてもよい。
【００７５】
　ロード後、建造物検出部３１は、建造物の高さ、横幅、奥行きなどのスケールを検出し
（ＳＴ３５）、スケールの情報等を電波到達推定部３２に送信する。そして、電波到達推
定部３２は、地図上に自車両、通信先、及び建造物等をマッピングする（ＳＴ３６）。マ
ッピング後、電波到達推定部３２は、通信先に電波が到達するか否かを判断すべく、シミ
ュレーションを行う。すなわち、電波の干渉及び回折等を考慮して、電波が到達するか否
かを推定する（ＳＴ３７）。そして、電波到達推定部３２は、推定結果の情報を算出情報
取得部３３に送信する。
【００７６】
　その後、算出情報取得部３３は、上記距離情報、相対速度情報、及び推定結果の情報を
周波数算出部２３に送信し、周波数算出部２３は、図２を参照して説明した基準相関デー
タを補正して、新たな基準相関データを算出する（ＳＴ３８）。そして、処理は図７のス
テップＳＴ１３に移行する。
【００７７】
　再度、図７を参照する。新たな基準相関データを算出した後、周波数算出部２３は、新
たな基準相関データに基づいて、通信すべき周波数を算出する（ＳＴ１３）。そして、通
信方式選択部２４は、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎから、いずれか１つを選択する
（ＳＴ１４）。具体的に、通信方式選択部２４は、通信すべき周波数が２．４ＧＨｚであ
る場合、８０２．１１ｂ又は８０２．１１ｇの無線通信端末１０を選択し、通信すべき周
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波数が５．２ＧＨｚである場合、８０２．１１ａの無線通信端末１０を選択することとな
る。
【００７８】
　その後、通信方式変更部２５は、通信方式選択部２４にて選択された無線通信端末１０
を無線通信可能状態とし、選択されなかった無線通信端末１０を無線通信不可状態とする
。そして、車載情報端末２０は、無線通信可能状態となった無線通信端末１０により、通
信先と無線通信を行う（ＳＴ１５）。これにより、通信品質の１つである通信速度が適切
とされた無線通信端末１０により、通信が行うことができる。
【００７９】
　その後、処理は、ステップＳＴ１２に戻り、例えばイグニッションスイッチがオフされ
るまで、繰り返されることとなる。
【００８０】
　このようにして、第１実施形態に係る車両用通信装置１によれば、周波数とスループッ
トとの相関データに基づいて、通信先と無線通信する際の通信周波数を算出するので、通
信品質の１つである通信速度を考慮した通信周波数を算出することができる。そして、算
出された通信周波数に基づいて、複数の無線通信端末１０から無線通信に用いるべき無線
通信端末１０を選択しているので、複数の無線通信端末１０から、通信速度の面で好適な
無線通信端末１０を選択することができる。
【００８１】
　また、選択された無線通信端末１０を無線通信可能状態とし、選択されなかった無線通
信端末１０を無線通信不可状態としている。このため、複数の無線通信端末１０のうち、
通信速度の面で好適な無線通信端末１０にて無線通信が行われることとなる。従って、通
信品質の向上を図ることができる。
【００８２】
　また、記憶された情報に基づいて、周波数とスループットとの相関データを求めている
。ここで、スループットは、周囲環境等の走行環境により変わってくるものである。故に
、周波数とスループットとの相関データについても走行環境により変わってくることとな
る。このため、周波数とスループットとの相関データを予め固定のものとして１つだけ記
憶しておくよりも、記憶された情報に基づいて、走行環境の変化に対応し得るように、周
波数とスループットとの新たな相関データを求めることで、精度良く通信周波数を算出す
ることができる。
【００８３】
　また、予め記憶した情報としての距離相関データと、算出した距離とに基づいて、新た
な基準相関データを求めている。このため、自車両と通信先との距離に応じて適切な基準
相関データを求めることとなり、通信品質の面で一層適切な通信周波数を求めることがで
きる。
【００８４】
　また、予め記憶した情報としての速度相関データと、算出した相対速度とに基づいて、
新たな基準相関データを求めている。このため、通信先に対する自車両の速度に応じて適
切な基準相関データを求めることとなり、通信品質の面で一層適切な通信周波数を求める
ことができる。
【００８５】
　また、予め記憶した情報としての建造物の情報と、取得した自車両及び通信先の位置情
報から、通信先と通信可能か推定し、推定結果に基づいて、新たな基準相関データを求め
ている。このため、通信の可否に応じて適切な基準相関データを求めることとなり、通信
品質の面で一層適切な通信周波数を求めることができる。
【００８６】
　また、基準相関データに基づいて最もスループットが高くなる周波数を通信周波数とし
て算出しているので、無線通信にあたり、通信品質の１つである通信速度を最も好適なも
のとすることができる。
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【００８７】
　なお、本実施形態では、距離相関データ、速度相関データ及び地図情報等を記憶してお
き、新たな基準相関データを算出するようにしているが、これに限らず、試験通信を行っ
て得られた基準相関データにより、通信周波数を算出するようにしてもよい。この場合、
周波数算出部２３は、予め記憶された情報として試験通信をする際の通信周波数等のデー
タを記憶しておき、この記憶データに基づいて、新たな基準相関データを求めることとな
る。
【００８８】
　また、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎは、デフォルト状態で少なくとも１つが物理
的及び電気的に車載情報端末２０に接続されていることが望ましい。これにより、初期状
態において、最低限の情報のやり取りをすることができる。
【００８９】
　次に、本発明の第２実施形態を説明する。第２実施形態に係る車両用通信装置２は、第
１実施形態のものと同様であるが、車載情報端末２０の構成及び処理内容の一部が第１実
施形態のものと異なっている。
【００９０】
　以下、第２実施形態に係る車両用通信装置２について説明する。図１０は、第２実施形
態に係る車両用通信装置２の概略構成図である。同図に示すように、本実施形態に係る車
両用通信装置２は、新たに推奨スループット記憶部（推奨スループット記憶手段）３４を
備えている。
【００９１】
　推奨スループット記憶部３４は、アプリケーションを実行するために必要な情報量を得
るための推奨スループットを記憶したものである。例えば、動画を再生する場合、少なく
とも約１Ｍｂｐｓのスループットが必要となる。つまり、推奨スループット記憶部３４は
、「動画再生時には１Ｍｂｐｓのスループットが必要である」などの情報を記憶している
こととなる。
【００９２】
　また、推奨スループット記憶部３４は、周波数算出部２３に接続されており、周波数算
出部２３により推奨スループットの情報が読み込まれるようになっている。このため、周
波数算出部２３は、基準相関データに加えて、推奨スループット記憶部３４により記憶さ
れた推奨スループットに基づいて、通信周波数を算出することとなる。
【００９３】
　ここで、周波数算出部２３の算出方法について詳細に説明する。図１１は、新たな基準
相関データ及び推奨スループットの一例を示す説明図である。端的に周波数算出部２３は
、推奨スループットを超えるように通信周波数を算出する。推奨スループットは上記の如
く或る一定の値として記憶されている。すなわち、図１１に示す例にあっては、約７．５
Ｍｂｐｓとして記憶されている。故に、周波数算出部２３は、７．５Ｍｂｐｓを超える周
波数を通信周波数として算出することとなる。
【００９４】
　より具体的に周波数算出部２３は、推奨スループットを超えるものの、超えすぎない範
囲（例えば、推奨スループット＋α（αは正の値）まで、又は推奨スループット×β（β
は１を超える数）までなど）で、通信周波数を求めるようになっている。
【００９５】
　例えば、自車周辺にいる他車両すべてが最も高いスループットを実現可能な通信周波数
にてデータ通信を行ったとする。この場合、１台あたりの通信帯域が狭くなり、結果とし
て、スループットが低くなる可能性がある。このため、第２実施形態において、周波数算
出部２３は、推奨スループットに基づき最低限必要なスループットが確保されるように通
信周波数を求める。従って、図１１に示す例にあっては、自車両と通信先との距離が１０
ｍである場合、周波数算出部２３は、最大のスループットを示す５．２ＧＨｚでなく、約
２．０ＧＨｚを通信周波数として求めることとなる。
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【００９６】
　なお、自車両と通信先との距離が２０ｍである場合、通信周波数は約７．５Ｍｂｐｓを
超えることはない。この場合、周波数算出部２３は、推奨スループットを超えるように、
無線通信する情報の種別を変更することとなる。例えば、動画を再生せずに、静止画を表
示するように変更すると、推奨スループットは低くなる。例えば、図１１に示す例におい
て、推奨スループットが７．５Ｍｂｐｓから数Ｍｂｐｓ低くなったとすると、２．４ＧＨ
ｚ帯が推奨スループットを超えることとなる。そして、推奨スループットを超える通信周
波数のうちから、上記と同様にして通信周波数を算出することとなる。
【００９７】
　なお、周波数算出部２３は、無線通信する情報の種別を変更せずに、単純に最もスルー
プットが高くなる周波数を通信周波数として算出し、スループットが推奨スループットに
達していない旨を運転者に通知するようにしてもよい。
【００９８】
　次に、第２実施形態に係る車両用通信装置２の詳細動作の一例を説明する。図１２は、
第２実施形態に係る車両用通信装置２の動作の一例を示すフローチャートである。なお、
図１２においてステップＳＴ４０～ＳＴ４２，ＳＴ４４，ＳＴ４５に示す処理は、図７に
示すステップＳＴ１０～ＳＴ１２，ＳＴ１４，ＳＴ１５に示す処理と同様であるため、説
明を省略する。
【００９９】
　新たな基準相関データを算出した後（ＳＴ４２の後）、周波数算出部２３は、新たな基
準相関データと、推奨スループットとから通信周波数を算出する（ＳＴ４３）。この際、
周波数算出部２３は、図１１を参照して説明したように、通信周波数を算出する。
【０１００】
　そして、処理はステップＳＴ４４，ＳＴ４５を経て、ステップＳＴ４２に戻ることとな
る。その後、例えばイグニッションスイッチがオフされるまで、図１２に示す処理が繰り
返されることとなる。
【０１０１】
　このようにして、第２実施形態に係る車両用通信装置２によれば、第１実施形態と同様
に、通信品質の向上を図ることができる。また、精度良く通信周波数を算出することがで
き、通信品質の面で一層適切な通信周波数を求めることができる。また、無線通信にあた
り、通信品質の１つである通信速度を最も好適なものとすることができる。
【０１０２】
　さらに、第２実施形態によれば、基準相関データに加え、アプリケーションを実行する
ために必要な情報量を得るための推奨スループットに基づいて、通信周波数を算出してい
る。ここで、自車周辺にいる他車両すべてが最も高いスループットを実現可能な通信周波
数にてデータ通信を行ったとすると、１台あたりの通信帯域が狭くなり、結果として、ス
ループットが低くなる可能性がある。ところが、第２実施形態では、推奨スループットに
基づいて、最低限必要なスループットが確保されるように通信周波数を求めるため、１台
あたりの通信帯域が狭くなり難く、通信品質の向上を図ることができる。
【０１０３】
　次に、本発明の第３実施形態を説明する。第３実施形態に係る車両用通信装置３は、第
１実施形態のものと同様であるが、車載情報端末２０の構成及び処理内容の一部が第１実
施形態のものと異なっている。
【０１０４】
　以下、第３実施形態に係る車両用通信装置３について説明する。図１３は、第３実施形
態に係る車両用通信装置３の概略構成図である。同図に示すように、本実施形態に係る車
両用通信装置３は、車載情報端末２０の構成として、新たにリーダ車両決定部（リーダ車
両決定手段）３５と、主催者特定部（主催者特定手段）３６と、走行環境認識部（走行環
境認識手段）３７と、タイミング算出部３８とを備えている。
【０１０５】
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　リーダ車両決定部３５は、複数の車両からリーダ車両を決定するものである。ここで、
リーダ車両とは、自車両の通信周波数のみならず、他車両の通信周波数をも決定する車両
をいう。すなわち、リーダ車両とならなかった車両は、リーダ車両から指示された通信周
波数に従って、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎから通信に用いるべきものを選択する
こととなる。
【０１０６】
　このリーダ車両決定部３５は、位置情報取得部２６に接続されている。このため、リー
ダ車両決定部３５は、位置情報取得部２６から自車両及び他車両の位置情報を取得して、
複数の車両からなる車群の先頭を走行する先導車両などをリーダ車両として決定すること
となる。また、リーダ車両決定部３５は、先導車両に限らず、車群の最後尾を走行する最
後尾車両、及び車群の中央付近を走行する中央車両をリーダ車両と決定するようにしても
よい。
【０１０７】
　また、リーダ車両決定部３５は、通信方式選択部２４に接続されている。このため、通
信方式選択部２４は、自車両がリーダ車両となったか否かに基づいて、通信に用いるべき
無線通信端末１０を決定するか否かを判断することとなる。すなわち、通信方式選択部２
４は、自車両がリーダ車両である場合、自車両にて通信周波数を算出して無線通信端末１
０を選択し、自車両がリーダ車両でない場合、リーダ車両から送信される通信周波数に基
づいて無線通信端末１０を選択することとなる。
【０１０８】
　主催者特定部３６は、各車両間におけるメールの送受信の情報に基づいてドライブ主催
者を特定するものである。また、主催者特定部３６は、リーダ車両決定部３５に接続され
ている。このため、リーダ車両決定部３５は、主催者特定部３６により特定されたドライ
ブ主催者が乗車する車両をリーダ車両と決定するようにも構成されている。
【０１０９】
　走行環境認識部３７は、自車両周囲の走行環境を認識するものである。また、タイミン
グ算出部３８は、走行環境認識部３７により認識された走行環境の情報を入力し、運転負
荷が高くなるタイミングを求めるものである。
【０１１０】
　また、タイミング算出部３８は、通信方式変更部２５に接続されている。このため、第
３実施形態の通信方式変更部２５は、タイミング算出部３８にて算出されたタイミング（
運転負荷が高くなるタイミング）で、無線通信端末１０を無線通信可能状態、及び無線通
信不可状態とするようになっている。
【０１１１】
　さらに、タイミング算出部３８は、自車両がリーダ車両である場合に、他車両に通信周
波数の情報を送信するタイミングを制御するようになっている。すなわち、タイミング算
出部３８は、運転負荷が高くなるタイミングで、他車両に通信周波数の情報を送信すべく
、車載情報端末２０を制御するようになっている。
【０１１２】
　次に、第３実施形態に係る車両用通信装置３の動作の概略を説明する。まず、車両用通
信装置３にあっては、リーダ車両決定部３５が位置情報取得部２６からの情報、又は主催
者特定部３６により特定されたドライブ主催者の情報に基づいて、リーダ車両を決定する
。
【０１１３】
　図１４は、リーダ車両決定部３５が位置情報取得部２６からの情報に基づいて、リーダ
車両を決定する場合の処理を説明する図であり、（ａ）は先導車両をリーダ車両と決定す
る場合を示し、（ｂ）は最後尾車両をリーダ車両と決定する場合を示し、（ｃ）は中央車
両をリーダ車両と決定する場合を示している。
【０１１４】
　同図に示すように、車群が４台の車両１０１～１０４にて構成されており、それぞれの
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車両の座標が（ｘ１，ｙ１）（ｘ２，ｙ２）（ｘ３，ｙ３）（ｘ４，ｙ４）であるとする
。
【０１１５】
　そして、先導車両をリーダ車両と決定する場合、リーダ車両決定部３５は、図１４（ａ
）に示すように、ｘ軸に座標値が最も小さいものを先導車両と特定して、リーダ車両と決
定する。
【０１１６】
　また、最後尾車両をリーダ車両と決定する場合、リーダ車両決定部３５は、図１４（ｂ
）に示すように、ｘ軸に座標値が最も大きいものを最後尾車両と特定して、リーダ車両と
決定する。
【０１１７】
　さらに、中央車両をリーダ車両と決定する場合、リーダ車両決定部３５は、図１４（ｃ
）に示すように、各座標値から重心の座標値（ｘｇ，ｙｇ）を求める。そして、重心の座
標値（ｘｇ，ｙｇ）に最も近い位置に存する車両を中央車両と特定して、リーダ車両と決
定する。
【０１１８】
　また、リーダ車両決定部３５が、主催者特定部３６により特定されたドライブ主催者の
情報に基づいてリーダ車両を決定する場合、例えば以下のようにしてドライブ主催者が特
定されて、リーダ車両が決定される。
【０１１９】
　すなわち、ドライブが行われる当日までに、グループ内の誰かがドライブ開催のメール
等をドライブに参加して欲しい人たちに送信したとする。この場合、主催者特定部３６は
、そのメールの送受信情報を取得し、その送信元のアドレスから、ドライブ主催者を特定
する。
【０１２０】
　その後、主催者特定部３６は、特定したドライブ主催者に基づいてリーダ車両を特定す
る。この際、主催者特定部３６は、例えば予め記憶したメールアドレスと、車両情報とを
関連づけて記憶しておき、車両情報に基づいてリーダ車両を決定する。また、ＩＰアドレ
スに基づいてリーダ車両を決定するようにしてもよい。
【０１２１】
　そして、リーダ車両決定部３５は、上記の如く決定したリーダ車両の情報を通信方式選
択部２４に送信する。ここで、リーダ車両が自車両である場合、周波数算出部２３は、前
述した各部２２～３３からの信号により、通信周波数を求める。そして、通信方式選択部
２４は、周波数算出部２３により算出された通信周波数に基づいて、無線通信に用いるべ
き無線通信端末１０を選択する。
【０１２２】
　また、リーダ車両が自車両である場合、走行環境認識部３７は、走行環境の認識を開始
する。その後、タイミング算出部３８は、運転負荷が高くなるタイミングを求める。そし
て、車載情報端末２０は、タイミング算出部３８により求められた運転負荷が高くなるタ
イミングにおいて、算出した通信周波数の情報を他車両に送信する。
【０１２３】
　そして、送信後に、通信方式変更部２５は、通信方式選択部２４により選択された無線
通信端末１０を通信可能状態とし、選択されなかった無線通信端末１０を通信不可状態と
する。
【０１２４】
　一方、リーダ車両が自車両でない場合、周波数算出部２３は、通信周波数を求めること
なく、通信方式選択部２４は、無線通信に用いるべき無線通信端末１０を選択しない。す
なわち、通信方式選択部２４は、リーダ車両から通信周波数の情報が送信されるまで待機
状態となり、送信されてきた段階で、その情報に基づいて無線通信に用いるべき無線通信
端末１０を選択する。



(17) JP 4479247 B2 2010.6.9

10

20

30

40

50

【０１２５】
　以上により、快適な通信状態を確保しつつ、通信品質の向上を図ることができる。すな
わち、各車両がバラバラに通信周波数を変更してしまうと、通信周波数に統一が取れず、
却って無線通信を阻害することとなる。ところが、第３実施形態では、リーダ車両が通信
周波数を算出し、各車両に送信しているため、通信周波数の統一を取ることができる。
【０１２６】
　また、運転負荷が高くなるタイミングで、無線通信端末１０の変更を行うため、運転者
にとって無線通信端末１０の変更が認識されにくくなっている。すなわち、運転負荷が高
い場合、運転者は、無線通信端末１０の変更を認識し難くなっており、無線通信端末１０
の変更によりデータ通信が一時中断したとしても、快適性を損なうことがないようになっ
ている。
【０１２７】
　次に、第３実施形態に係る車両用通信装置３の詳細動作の一例を説明する。図１５は、
第３実施形態に係る車両用通信装置３の動作の一例を示すフローチャートである。同図に
示すように、まず、車載情報端末２０は、通信周波数を変更する必要があるか否かを判断
する（ＳＴ５０）。例えば、合流地点や交差点等で車両の台数が増加するような場合や、
ビル等の建物により電波が遮断されて通信が行えなくなる場合や、取得するコンテンツや
実行するアプリケーションが変更になる場合に、車載情報端末２０は通信周波数を変更す
る必要があると判断する。
【０１２８】
　通信周波数を変更する必要があると判断した場合（ＳＴ５０：ＹＥＳ）、車載情報端末
２０は、位置関係からリーダ車両を決定するか否かを判断する（ＳＴ５１）。ここで、位
置関係からリーダ車両を決定すると判断した場合（ＳＴ５１：ＹＥＳ）、リーダ車両決定
部３５は、位置情報に基づいてリーダ車両を決定する（ＳＴ５２）。
【０１２９】
　図１６は、図１５に示したステップＳＴ５２の詳細な処理を示すフローチャートである
。なお、図１４に示した例では、各車両の座標値からリーダ車両を決定していたが、図１
６では、各車両間の距離からリーダ車両を決定するものとする。
【０１３０】
　同図に示すように、位置情報に基づいてリーダ車両を決定する場合には、まず、位置情
報取得部２６が自車両の位置情報を取得する（ＳＴ６０）。その後、車載情報端末２０は
、相手車両に自車両の位置情報を送信する（ＳＴ６１）。また、車載情報端末２０は、こ
れと同時に、相手車両の位置情報の要求信号を送信する。
【０１３１】
　そして、車載情報端末２０は、相手車両の位置情報を受信できたか否かを判断する（Ｓ
Ｔ６２）。相手車両の位置情報を受信できなかった場合（ＳＴ６２：ＮＯ）、車載情報端
末２０は受信できるまで、この処理を繰り返すこととなる。一方、相手車両の位置情報を
受信できた場合（ＳＴ６２：ＹＥＳ）、距離算出部２７は自車両と相手車両との距離を算
出する（ＳＴ６３）。そして、距離算出部２７は、算出した情報をリーダ車両決定部３５
に送信する。
【０１３２】
　その後、リーダ車両決定部３５は、距離算出部２７にて算出された距離の情報に基づい
て、リーダ車両を決定する（ＳＴ６４）。この際、リーダ車両決定部３５は、例えば、自
車両との距離関係から、先導車両、最後尾車両又は中央車両を特定し、リーダ車両と決定
することとなる。決定後、処理は図１５に示したステップＳＴ５４に移行することとなる
。
【０１３３】
　ところで、ステップＳＴ５１において、位置関係からリーダ車両を決定しないと判断し
た場合（ＳＴ５１：ＮＯ）、リーダ車両決定部３５は、ドライブの主催者に基づいてリー
ダ車両を決定する（ＳＴ５３）。
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【０１３４】
　図１７は、図１５に示したステップＳＴ５３の詳細な処理を示すフローチャートである
。同図に示すように、ドライブの主催者に基づいてリーダ車両を決定する場合には、まず
、主催者特定部３６が現在日時をＧＰＳ信号等から確認する（ＳＴ７０）。その後、主催
者特定部３６は、変数ｉを「１」に初期化する（ＳＴ７１）。
【０１３５】
　そして、主催者特定部３６は、保有しているメールのうちｉ番目を参照する（ＳＴ７２
）。具体的に主催者特定部３６は、ｉ番目のメールのうち、受信（送信）日時、件名、及
び送信元を参照する。
【０１３６】
　その後、主催者特定部３６は、ドライブ開催メールの日時と、現在の日時とが一致する
か否かを判断する（ＳＴ７３）。ここで、ドライブ開催メールの日時は、メールの受信（
送信）日時から判断することが可能であり、現在の日時はステップＳＴ７０において取得
した時刻情報から判断することが可能である。なお、ステップＳＴ７３では、ある程度、
時刻に幅を持って一致判断を行っており、多少の時刻のズレを許容するものである。
【０１３７】
　ここで、ドライブ開催メールの日時と現在の日時とが一致しないと判断した場合（ＳＴ
７３：ＮＯ）、主催者特定部３６は、変数ｉをインクリメントし（ＳＴ７４）、再度、ス
テップＳＴ７２においてメールの参照を行うこととなる。
【０１３８】
　一方、ドライブ開催メールの日時と現在の日時とが一致すると判断した場合（ＳＴ７３
：ＹＥＳ）、主催者特定部３６は、ドライブ開催のメールが規定のフォーマットに則って
いるか否かを判断する（ＳＴ７５）。例えば、主催者特定部３６は、件名に「〔ドライブ
開催〕」等、最初に〔ドライブ〕の文字が入っているものであるか否かを判断して、規定
のフォーマットに則っているか否かを判断することとなる。
【０１３９】
　ここで、ドライブ開催のメールが規定のフォーマットに則っていないと判断した場合（
ＳＴ７５：ＮＯ）、主催者特定部３６は、変数ｉをインクリメントし（ＳＴ７４）、再度
、ステップＳＴ７２においてメールの参照を行うこととなる。
【０１４０】
　一方、ドライブ開催のメールが規定のフォーマットに則っていると判断した場合（ＳＴ
７５：ＹＥＳ）、主催者特定部３６は、送信元（ドライブ主催者）を認識する（ＳＴ７６
）。そして、主催者特定部３６は、認識したドライブ主催者の情報をリーダ車両決定部３
５に送信する。リーダ車両決定部３５は、主催者特定部３６からの情報に基づいて、リー
ダ車両を決定する（ＳＴ７７）。そして、処理は図１５のステップＳＴ５４に移行する。
【０１４１】
　ステップＳＴ５４においては、走行環境認識部３７が現在の走行環境を認識する（ＳＴ
５４）。そして、走行環境認識部３７は、認識した走行環境の情報をタイミング算出部３
８に送信する。
【０１４２】
　その後、タイミング算出部３８は、走行環境の情報から、現在の運転負荷が高いか否か
を判断する（ＳＴ５５）。ここで、運転負荷は、例えば、車速が高いとき、交差点の中に
いるとき、合流の最中、カーブを曲がっている途中、天気が悪いときなどに、高いものと
される。
【０１４３】
　そして、運転負荷が高くないと判断した場合（ＳＴ５５：ＮＯ）、処理はステップＳＴ
５４に戻り、再度、走行環境の認識及び運転負荷が高いか否かの判断が繰り返されること
となる。
【０１４４】
　一方、運転負荷が高いと判断した場合（ＳＴ５５：ＹＥＳ）、リーダ車両により自車両
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及び相手車両の通信方式が変更される（ＳＴ５６）。すなわち、リーダ車両は、自車両に
て通信周波数を求め、求めた通信周波数に従って、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎか
ら通信に用いるべき無線通信端末１０を選択及び状態変更し、且つ通信周波数の情報を他
車両に送信する。また、リーダ車両とならなかった車両は、リーダ車両から指示された通
信周波数に従って、ｎ個の無線通信端末１０１～１０ｎから通信に用いるべきものを決定
して状態変更することとなる。なお、リーダ車両は、通信周波数の情報に、何秒（何分）
以内に変更するかについての情報を加えて、情報送信するようになっている。
【０１４５】
　その後、車載情報端末２０は、無線通信可能状態となった無線通信端末１０により、他
車両と無線通信を行う（ＳＴ５７）。これにより、快適な通信状態を確保しつつ、通信品
質の向上を図ることとなる。
【０１４６】
　そして、処理はステップＳＴ５０に戻ることとなる。なお、ステップＳＴ５０において
、通信周波数を変更する必要がないと判断した場合（ＳＴ５０：ＮＯ）、車載情報端末２
０は、通信周波数の変更を行うことなく、他車両と無線通信を行うこととなる（ＳＴ５７
）。
【０１４７】
　このようにして、第３実施形態に係る車両用通信装置３によれば、第１実施形態と同様
に、通信品質の向上を図ることができる。また、精度良く通信周波数を算出することがで
き、通信品質の面で一層適切な通信周波数を求めることができる。また、無線通信にあた
り、通信品質の１つである通信速度を最も好適なものとすることができる。
【０１４８】
　さらに、第３実施形態によれば、リーダ車両が通信周波数を算出して、無線通信に用い
るべき無線通信端末１０を選択すると共に、各車両に通信周波数の情報を送信している。
そして、リーダ車両でない車両は、リーダ車両から送信された通信周波数に従って、無線
通信に用いるべき無線通信端末１０を選択している。このため、通信周波数が統一される
こととなり、各車両がバラバラに通信周波数を変更して、通信周波数に統一が取れず、無
線通信を阻害されることがないようになっている。従って、快適な通信状態を確保しつつ
、通信品質の向上を図ることができる。
【０１４９】
　また、先導車両、最後尾車両、又は中央車両をリーダ車両として決定しているため、先
導車両や最後尾車両をリーダ車両として決定する場合、車群の端に位置する車両、すなわ
ち最も電波環境の悪い車両を基準として、通信周波数の変更を行うことができる。また、
中央車両をリーダ車両として決定する場合、車群の中央に位置する車両、すなわち電波環
境が車群のなかで平均である車両を基準として、通信周波数の変更を行うことができる。
【０１５０】
　また、ドライブ開催のメール等からドライブの主催者を判断して、リーダ車両を決定す
るようにしている。このため、リーダ車両は、周囲環境等によらずに固定されることとな
り、通信周波数の変更に際して、処理負荷の軽減を図ることができる。
【０１５１】
　また、運転負荷が高くなるタイミングで、通信周波数の変更を行うため、運転者にとっ
て、無線通信に用いられている無線通信端末１０の変更が認識されにくくなっている。従
って、快適性を損なうことがないようになっている。
【０１５２】
　以上、実施形態に基づき本発明を説明したが、本発明は上記実施形態に限られるもので
はなく、各実施形態を組み合わせてもよい。また、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、変
更を加えてもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１５３】
【図１】第１実施形態に係る車両用通信装置の概略構成図である。
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【図２】周波数とスループットとの相関データの一例を示す説明図である。
【図３】距離相関データの一例を示す説明図である。
【図４】電波到達推定部による推定方法の一例を示す説明図である。
【図５】距離相関データを利用して求められた新たな基準相関データの一例を示す説明図
である。
【図６】速度相関データを利用して求められた新たな基準相関データの一例を示す説明図
である。
【図７】第１実施形態に係る車両用通信装置の動作の一例を示すフローチャートである。
【図８】図７に示したステップＳＴ１０の詳細な処理を示すフローチャートである。
【図９】図７に示したステップＳＴ１２の詳細な処理を示すフローチャートである。
【図１０】第２実施形態に係る車両用通信装置の概略構成図である。
【図１１】新たな基準相関データ及び推奨スループットの一例を示す説明図である。
【図１２】第２実施形態に係る車両用通信装置の動作の一例を示すフローチャートである
。
【図１３】第３実施形態に係る車両用通信装置の概略構成図である。
【図１４】リーダ車両決定部が位置情報取得部からの情報に基づいて、リーダ車両を決定
する場合の処理を説明する図であり、（ａ）は先導車両をリーダ車両と決定する場合を示
し、（ｂ）は最後尾車両をリーダ車両と決定する場合を示し、（ｃ）は中央車両をリーダ
車両と決定する場合を示している。
【図１５】第３実施形態に係る車両用通信装置の動作の一例を示すフローチャートである
。
【図１６】図１５に示したステップＳＴ５２の詳細な処理を示すフローチャートである。
【図１７】図１５に示したステップＳＴ５３の詳細な処理を示すフローチャートである。
【符号の説明】
【０１５４】
１～３…車両用通信装置
１０１～１０ｎ…無線通信端末（無線通信手段）
２０…車載情報端末
２３…周波数算出部（周波数算出手段）
２４…通信方式選択部（選択手段）
２５…通信方式変更部（状態変更手段）
２６…位置情報取得部（位置情報取得手段）
２７…距離算出部（距離算出手段）
２８…速度情報取得部（速度情報取得手段）
２９…相対速度算出部（相対速度算出手段）
３０…地図データベース（地図記憶手段）
３２…電波到達推定部（通信可否推定手段）
３４…推奨スループット記憶部（スループット記憶手段）
３５…リーダ車両決定部（リーダ車両決定手段）
３６…主催者特定部（主催者特定手段）
３７…走行環境認識部（走行環境認識手段）
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【図７】 【図８】
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【図１１】 【図１２】
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【図１５】 【図１６】
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